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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第2四半期
連結累計期間

第59期
第2四半期

連結累計期間
第58期

会計期間
自　2017年1月1日
至　2017年6月30日

自　2018年1月1日
至　2018年6月30日

自　2017年1月1日
至　2017年12月31日

売上高
（百万円）

301,980 325,685 641,647

（第2四半期連結会計期間） (155,720) (164,749)  

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 38,429 45,418 92,926

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）利益 （百万円）
25,198 30,001 52,772

（第2四半期連結会計期間） (13,609) (15,823)  

親会社の所有者に帰属する

四半期（当期）包括利益
（百万円） 24,796 18,738 58,849

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 358,426 424,976 387,567

資産合計 （百万円） 672,327 739,448 736,644

基本的1株当たり

四半期（当期）利益 （円）
42.80 51.10 89.85

（第2四半期連結会計期間） (23.17) (26.91)  

希薄化後1株当たり

四半期（当期）利益
（円） 41.48 49.59 87.06

親会社所有者帰属持分比率 （％） 53.3 57.5 52.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 36,687 57,922 98,086

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △33,263 △30,440 △38,778

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △21,312 △9,747 △30,582

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 118,941 183,968 169,903

（注）1．売上高には、消費税等は含まれておりません。

2．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきまして

は記載しておりません。

3．上記指標は、国際財務報告基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づ

いております。

 

2【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」について、重要な変更はありません。

また、重要な事象等は存在しておりません。

 

2【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は、行われておりません。

 

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

また、コア営業利益は、売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益であり、IFRSで定義されている指標

ではありませんが、当社グループの経常的な事業業績を測る指標として有用な情報であると考えられるため、自主的

に開示しております。

 

（1）業績の状況

当第2四半期連結累計期間（2018年1月1日～2018年6月30日）における当社グループをとりまく経営環境は、海

外におきましては、中国、インドネシア、タイ、インドなどの主要参入国において引き続き競争環境が厳しいな

がらも、堅調な成長がみられるなか、当社グループは、消費者ニーズに合わせたパーソナルケア関連商品の販売

活動を積極的に実施し、持続的な成長の実現に努めてまいりました。

一方、国内におきましては、原材料価格の上昇や、米国トランプ政権下による貿易摩擦の激化など不透明感が

強まりながらも、景気回復基調が持続し、個人消費も持ち直しの動きがみられるなか、引き続き高付加価値パー

ソナルケア関連商品の需要を喚起するための新価値提案を実施した結果、安定的な成長を実現いたしました。

このような経営環境のなか、当社グループは、“世界中の全ての人々のために、快適と感動と喜びを与えるよ

うな、世界初・世界No.1の商品とサービスを提供しつづけます”の基本方針に基づき、独自の不織布加工・成形

技術と消費者ニーズを捉えた商品の開発に努め、あらゆる世代の人々がお互いに負担を感じることなく、その人

らしさを尊重し合いながら暮らせる「共生社会」の実現に向けて取り組んでまいりました。

この結果、当第2四半期連結累計期間の業績は、売上高325,685百万円（前年同四半期比7.8％増）、コア営業利

益47,269百万円（前年同四半期比21.4％増）、税引前四半期利益45,418百万円（前年同四半期比18.2％増）、四

半期利益32,956百万円（前年同四半期比19.3％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益30,001百万円（前年

同四半期比19.1％増）となりました。

 

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

①パーソナルケア

●ベビーケア関連商品

海外では、安心ニーズに応える日本からの高付加価値輸入商品の需要が高い中国におきまして、引き続きイン

ターネット販売での取り組みを強化し、『ムーニー』ブランドの認知拡大とパンツ型紙おむつの普及促進に努めて

まいりました。また、新興国のなかでも紙おむつの普及率が未だ低いインドにおきましては、パンツ型紙おむつで

普及促進を図りながら販売エリアとシェアの拡大に努めたほか、ベトナムにおきましては、地方エリアでの配荷拡

大により『Bobby』ブランドのシェア拡大に努めてまいりました。

国内では、“ふんわりぴたりでモレ安心”の『ムーニー』ブランドにおいて、春・夏季限定で、汗をしっかり吸

収する「汗吸いとるシート」を背中側に採用して赤ちゃんの肌さらさらを保つ『ムーニーマン　汗スッキリ』を発

売したほか、ディズニーキャラクターのかわいいデザインとお手頃な価格に加え、機能面でも高い評価を頂いてい

る『マミーポコ』ブランドにおいて、繰り返しのおしっこをたっぷり引き込んで素早く吸収する「最大12時間※吸

収ジェル」採用の吸収体と、たくさん遊んで動いてもモレずに安心な「ず～っとモレ安心シェイプ」を採用した商

品に改良し、モレ不安を解消するなど、笑顔あふれる育児生活の実現に取り組んでまいりました。

 

※　赤ちゃんのおしっこの量には個人差があります
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●フェミニンケア関連商品

海外では、中国におきまして、若年層から品質の高さとデザインのかわいらしさに対して引き続き高いご支持を

頂いているほか、インドネシアやタイ、ベトナム、インドといった新興国におきましても、消費者ニーズに合わせ

た商品で販売エリアとさらなるシェアの拡大に努めてまいりました。

国内では、“はばたけ、わたし！”の想いを込めた『ソフィ』ブランドにおいて、“ポーチにIN、おしゃれに

GO！”でおなじみの『センターイン』シリーズから女子中高生のライフスタイルや感性に合わせた“かわいくてモ

レ安心”な『ソフィ　センターイン　ハッピーキャッチ』を新発売したほか、初経を迎えられたお子さまが、自分

で生理日管理ができ、同時にお母さまもお子さまの生理周期を把握し、適切にサポートができる『ソフィ』生理日

管理アプリをApp StoreとGoogle Playで無料配信するなど、安心していつもどおりの生活が送れるよう取り組んで

まいりました。また、清涼感で夏の暑さによるムレを感じにくく、つけた瞬間からひんやり爽快な夏にピッタリの

クールライナー『ソフィ　パンティライナーCOOL』を夏季限定発売するなど、独自の不織布技術を活かした高付加

価値商品の提案を通じて、女性の体と心の仕組みを科学的に捉えながら、女性の物理的・精神的な束縛からの解放

に取り組んでまいりました。

 

●ヘルスケア関連商品

海外では、日本以上のスピードで台湾やタイ、インドネシア、中国といったアジア地域でも高齢化が進み、大人

用排泄ケア用品の需要が本格化することから、日本で確立したケアモデルをアジア地域に普及させる準備を進めて

まいりました。

高齢者人口の増加により拡大が続く国内市場におきましては、今までどおり自分らしく生活が送れるようサポー

トする商品の普及活動に取り組んでまいりました。軽い尿もれ専用品では、“ズボンにしみない、目立たない”工

夫をした男性用尿もれ専用品『ライフリー　さわやかパッド』シリーズと、吸水ケアを通じて笑顔ある毎日を応援

する『チャームナップ』ブランドにおいて、“軽い尿もれ”は誰にでもあることとして抵抗感を払拭する活動を継

続して実施してまいりました。大人用紙おむつ・尿もれ専用品『ライフリー』ブランドでは、不純物を含んだ尿を

瞬時に吸収する・世界初※1“スピードinシート”を搭載した『ライフリー　さわやかパッド』女性用を発売し、

長時間使用しても不安なく、普段通りの生活を楽しんで頂ける商品の開発に努めてまいりました。また、高齢化の

進行に伴う「閉じこもり」や「認知症」といった社会問題の改善に寄与するため、目的を持って社会と触れ合い誰

でも取り組める形にした認知症予防ライフリー「ソーシャル・ウォーキング※2」体験会の継続的な開催や、24時

間365日排泄ケアに関するお問い合わせに対応できるよう、大人用紙おむつ業界で初めて人工知能（Artificial

Intelligence）チャットボット※3を採用した「大人用おむつNAVI」などで心と体の健康をサポートしたほか、テ

レビコマーシャル、ウェブサイト、店頭でのカウンセリングや日常生活動作に合わせた売り場づくりを通じて販売

促進にも積極的に取り組み、排泄ケア市場をリードしてまいりました。

 

※1　湿潤時も嵩高を維持できる凹凸表面シートを採用した構造。主要グローバルブランドにおける軽失禁パッ

ド対象。（2015年2月ユニ・チャーム㈱調べ）

※2　「社会参加＆歩行」の造語で、人と関わり、楽しみながら歩くことを誰もが取り組みやすい形にした認知

症予防のためのウォーキング（地方独立行政法人　東京都健康長寿医療センター研究所の監修のもと、当

社考案）

※3　人間の代わりに対話するプログラム（もしくは、それを含むシステム全体）のこと

 

●クリーン＆フレッシュ関連商品

クリーン＆フレッシュ国内市場におきましては、住環境やライフスタイルの変化に伴い、リビング周りをいつも

清潔に、家中を限られた時間で簡単にお掃除したいというお客様が増えているなか、“片手でポン！ですぐキレ

イ”のボックス型ウェットティッシュ『シルコット　ウェットティッシュ』シリーズにおいて、どの世代にも人気

の「ムーミン」に登場するキャラクターとその世界観をオリジナルデザインとして採用した商品を限定発売すると

ともにオリジナルデザイングッズが当たるキャンペーンを実施したほか、“家中まるごと、これ一本！”のお掃除

用品『ウェーブ』ブランドとともに、日常生活を快適に過ごして頂くための提案に努めてまいりました。また2分

の1の化粧水でも驚くほどうるおう※1『シルコット　うるうるコットン　スポンジ仕立て』や、日本初の極細長繊

維※2でミクロ汚れまですっきりふきとる“ふきとり用コットン”『シルコット　ふきとりコットン　シルキー仕

立て』などでも、多様化する化粧用コットン市場を活性化してまいりました。

 

※1　当社従来品比

※2　パフを覆うシートが二層構造。肌に接する外側層は10μm以下の極細長繊維で、内側が粗いセルロース繊維

で形成されている構造。日本における主要ブランドの化粧綿対象。（2015年10月ユニ・チャーム㈱調べ）
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この結果、パーソナルケアの売上高は284,046百万円（前年同四半期比8.8％増）、セグメント利益（コア営業利

益）は42,743百万円（前年同四半期比23.4％増）となりました。

 

②ペットケア

人とペットがともに長生きし豊かな生活が送れる「共生社会」と「健康長寿社会」の実現に向け、衛生用品から

フードまでペットの生活を総合的にサポートする商品の開発と市場創造に努めてまいりました。

国内ペットトイレタリーにおきましては、猫飼育者の4人に1人が今使っているトイレは猫にとって狭いと感じて

いる※ことに着目し、大きめな猫でも体の向きを自由に変えられ、無理のない姿勢で排泄できる広々空間の『デオ

トイレ　快適ワイド』を新発売し、快適な空間づくりに取り組んでまいりました。

国内ペットフードにおきましては、犬用では、良質素材を彩り良く使い、味、食感、栄養バランスの全てにこだ

わった『グラン・デリ』ブランドや、栄養、食べやすさ、おいしさ、全てをバランス良く、ベストを目指した犬種

で選べる健康フード『ベストバランス』で、猫用では、猫の大好きな良質なお魚をたっぷり使い、最後の一口まで

夢中になる美味しさに仕上げた『銀のスプーン』ブランドや、贅沢な味わいと香りを引き出したプレミアムフード

『銀のスプーン　三ツ星グルメ』で、ともに販売促進に積極的に取り組み、市場を活性化してまいりました。

北米市場におきましては、日本の技術を搭載した犬用シートや猫用紙砂、ウェットタイプ副食の販売が引き続き

堅調に推移したほか、今後のさらなる成長に向け、近年台頭が著しいインターネット販売やペット専門店への取り

組みを強化してまいりました。

 

※　室内で猫を飼育されている飼い主様対象（2017年10月ユニ・チャーム㈱調べ）

 

この結果、ペットケアの売上高は38,126百万円（前年同四半期比0.9％増）、セグメント利益（コア営業利益）

は4,496百万円（前年同四半期比1.6％増）となりました。

 

③その他

不織布・吸収体の加工・成形技術を活かした業務用商品分野におきまして、産業用資材を中心に販売を進めてま

いりました。

この結果、その他の売上高は3,512百万円（前年同四半期比11.2％増）、セグメント利益（コア営業利益）は29

百万円（前年同四半期はセグメント利益（コア営業利益）△112百万円）となりました。

 

（2）財政状態の分析

（資産）

当第2四半期連結会計期間末における資産合計は739,448百万円（前連結会計年度比0.4％増）となりました。主

な増加は、現金及び現金同等物14,066百万円、その他の金融資産7,636百万円、主な減少は、売上債権及びその他

の債権18,445百万円によるものです。

 

（負債）

当第2四半期連結会計期間末における負債は254,502百万円（前連結会計年度比10.3％減）となりました。主な

減少は、社債及び借入金25,150百万円、仕入債務及びその他の債務5,102百万円によるものです。

 

（資本）

当第2四半期連結会計期間末における資本合計は484,947百万円（前連結会計年度比7.0％増）となりました。主

な増加は、親会社の所有者に帰属する四半期利益30,001百万円、自己株式の減少18,093百万円、主な減少は、為

替換算調整勘定等のその他の資本の構成要素13,205百万円、親会社の所有者への配当金の支払い6,443百万円によ

るものです。

 

（親会社所有者帰属持分比率）

当第2四半期連結会計期間末における親会社所有者帰属持分比率は57.5％となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結累計期間における連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッ

シュ・フローは57,922百万円のプラス（前年同四半期比21,235百万円のプラス）、投資活動によるキャッシュ・

フローは有形固定資産の取得による支出などにより30,440百万円のマイナス（前年同四半期比2,824百万円のプラ

ス）、財務活動によるキャッシュ・フローは親会社の所有者への配当金の支払額などにより9,747百万円のマイナ

ス（前年同四半期比11,565百万円のプラス）となりました。その結果、現金及び現金同等物の当第2四半期連結会

計期間末残高は183,968百万円と前連結会計年度末に比べ14,066百万円増加しております。

 

（4）経営方針・経営戦略等

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（6）研究開発活動

当第2四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、3,199百万円であります。

なお、当第2四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 827,779,092

計 827,779,092

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年8月8日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 620,834,319 620,834,319
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100

株であります。

計 620,834,319 620,834,319 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年4月1日～

2018年6月30日
－ 620,834,319 － 15,993 － 18,591
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（6）【大株主の状況】

  2018年6月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ユニテック(株) 愛媛県四国中央市川之江町4087－24 154,957 24.96

高原基金(株) 愛媛県四国中央市川之江町1712 28,080 4.52

日本マスタートラスト信託銀行(株)

（信託口）
東京都港区浜松町2丁目11番3号 24,831 4.00

ジェーピー　モルガン　チェース　

バンク

（常任代理人　(株)みずほ銀行決済

営業部）

270 PARK AVENUE，NEW YORK，NY 10017，

UNITED STATES OF AMERICA

（東京都港区港南2丁目15－1　品川インター

シティA棟）

18,821 3.03

日本トラスティ・サービス信託銀行

(株)（信託口）
東京都中央区晴海1丁目8－11 18,257 2.94

日本マスタートラスト信託銀行(株)

（退職給付信託口・広島銀行口）
東京都港区浜松町2丁目11番3号 17,287 2.78

ビーエヌワイエムエスエーエヌブ

イ　アールイー　エムアイエル　

アールイー　エフエスアイ　アイ

シーブイシー―スチュワート　アイ

エヌブイ　アジア　パシフィック　

リーダーズ　エフディー

（常任代理人　(株)三菱UFJ銀行）

FINSBURY CIRCUS HOUSE，15 FINSBURY

CIRCUS LONDON EC2M 7EB

（東京都千代田区丸の内2丁目7－1）

17,226 2.77

(株)伊予銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行(株)）

愛媛県松山市南堀端町1

（東京都中央区晴海1丁目8－12　晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟）

15,300 2.46

日本生命保険(相)

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行(株)）

東京都千代田区丸の内1丁目6番6号

（東京都港区浜松町2丁目11番3号）
12,189 1.96

ジーアイシー　プライベート　リミ

テッド　―　シー

（常任代理人　(株)三菱UFJ銀行）

168 ROBINSON ROAD ＃37－01 CAPITAL TOWER

SINGAPORE

（東京都千代田区丸の内2丁目7－1）

9,611 1.55

計 － 316,559 50.99

（注）当社は自己株式を25,712千株（4.14％）保有しておりますが、議決権がないため上記の大株主より除外しており

ます。
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年6月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 25,712,300
－

権利関係に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　595,035,400 5,950,354 同上

単元未満株式 普通株式　　　　 86,619 － 同上

発行済株式総数 620,834,319 － －

総株主の議決権 － 5,950,354 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年6月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

ユニ・チャーム（株）
愛媛県四国中央市金生

町下分182番地
25,712,300 － 25,712,300 4.14

計 － 25,712,300 － 25,712,300 4.14

 

2【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4【経理の状況】

1　要約四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務

報告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

 

2　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第2四半期連結会計期間（2018年4月1日～2018年6月

30日）及び当第2四半期連結累計期間（2018年1月1日～2018年6月30日）に係る要約四半期連結財務諸表について、

ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【要約四半期連結財務諸表】

（1）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前連結会計年度

（2017年12月31日）

当第2四半期
連結会計期間

（2018年6月30日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  169,903 183,968

売上債権及びその他の債権  98,821 80,376

棚卸資産  60,529 63,921

その他の金融資産 9 59,119 52,098

その他の流動資産  18,805 19,935

流動資産合計  407,176 400,297

    

非流動資産    

有形固定資産  228,521 225,415

無形資産  46,563 44,413

繰延税金資産  9,451 9,482

持分法で会計処理されている投資  733 736

その他の金融資産 9 33,631 48,289

その他の非流動資産  10,568 10,817

非流動資産合計  329,467 339,151

資産合計  736,644 739,448
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（単位：百万円）

 

 注記
前連結会計年度

（2017年12月31日）

当第2四半期
連結会計期間

（2018年6月30日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

仕入債務及びその他の債務  138,480 133,379

社債及び借入金 9 6,189 4,847

未払法人所得税  11,070 11,606

その他の金融負債 9 239 520

その他の流動負債  38,001 38,825

流動負債合計  193,979 189,176

    

非流動負債    

社債及び借入金 9 58,000 34,192

繰延税金負債  18,227 17,914

退職給付に係る負債  8,225 8,022

その他の金融負債 9 2,111 2,120

その他の非流動負債  3,073 3,078

非流動負債合計  89,636 65,326

負債合計  283,615 254,502

    

資本    

親会社の所有者に帰属する持分    

資本金  15,993 15,993

資本剰余金  421 9,290

利益剰余金  434,298 457,949

自己株式 10 △67,652 △49,560

その他の資本の構成要素 11 4,509 △8,697

親会社の所有者に帰属する持分合計  387,567 424,976

非支配持分  65,461 59,971

資本合計  453,029 484,947

負債及び資本合計  736,644 739,448
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（2）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

売上高 5,6 301,980 325,685

売上原価  △186,291 △198,834

売上総利益  115,689 126,850

販売費及び一般管理費 7 △76,747 △79,582

その他の収益  500 874

その他の費用  △1,391 △374

金融収益  1,327 1,675

金融費用  △948 △4,027

税引前四半期利益  38,429 45,418

法人所得税費用  △10,806 △12,462

四半期利益  27,623 32,956

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  25,198 30,001

非支配持分  2,425 2,955

四半期利益  27,623 32,956

    

親会社の所有者に帰属する1株当たり四半期

利益
   

基本的1株当たり四半期利益（円） 8 42.80 51.10

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 8 41.48 49.59

 

売上総利益からコア営業利益への調整表

（単位：百万円）
 

売上総利益  115,689 126,850

販売費及び一般管理費  △76,747 △79,582

コア営業利益（※）  38,941 47,269

 

（※）　コア営業利益は売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益であり、IFRSで定義されている指標では

ありませんが、当社の取締役会はコア営業利益に基づいて事業セグメントの実績を評価しており、当社の経常

的な事業業績を測る指標として有用な情報であると考えられるため、要約四半期連結損益計算書及び注記

「5．セグメント情報」に自主的に開示しております。
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【第2四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第2四半期連結会計期間
（自　2017年4月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　2018年4月1日
至　2018年6月30日）

売上高  155,720 164,749

売上原価  △95,716 △100,697

売上総利益  60,004 64,051

販売費及び一般管理費  △39,855 △41,513

その他の収益  240 239

その他の費用  △807 △326

金融収益  1,868 1,754

金融費用  △1,013 △612

税引前四半期利益  20,437 23,594

法人所得税費用  △5,754 △6,776

四半期利益  14,683 16,817

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  13,609 15,823

非支配持分  1,073 995

四半期利益  14,683 16,817

    

親会社の所有者に帰属する1株当たり四半期

利益
   

基本的1株当たり四半期利益（円） 8 23.17 26.91

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 8 22.45 26.15

 

売上総利益からコア営業利益への調整表

（単位：百万円）
 

売上総利益  60,004 64,051

販売費及び一般管理費  △39,855 △41,513

コア営業利益（※）  20,149 22,538

 

（※）　コア営業利益は売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益であり、IFRSで定義されている指標では

ありませんが、当社の取締役会はコア営業利益に基づいて事業セグメントの実績を評価しており、当社の経常

的な事業業績を測る指標として有用な情報であると考えられるため、要約四半期連結損益計算書及び注記

「5．セグメント情報」に自主的に開示しております。
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

四半期利益  27,623 32,956

その他の包括利益（税引後）    

純損益に組み替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融資産の純変動
 － 1,600

退職給付に係る負債（資産）の純額に係

る再測定
 △22 118

小計  △22 1,718

純損益に組み替えられる可能性のある項目    

売却可能金融資産の公正価値変動  3,686 －

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

変動
 △48 40

在外営業活動体の為替換算差額  △4,937 △15,904

小計  △1,299 △15,864

その他の包括利益（税引後）合計額  △1,321 △14,146

四半期包括利益合計額  26,302 18,810

    

四半期包括利益合計額の帰属    

親会社の所有者  24,796 18,738

非支配持分  1,506 72

四半期包括利益合計額  26,302 18,810
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【第2四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第2四半期連結会計期間
（自　2017年4月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　2018年4月1日
至　2018年6月30日）

四半期利益  14,683 16,817

その他の包括利益（税引後）    

純損益に組み替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融資産の純変動
 － 1,068

退職給付に係る負債（資産）の純額に係

る再測定
 △36 104

小計  △36 1,171

純損益に組み替えられる可能性のある項目    

売却可能金融資産の公正価値変動  2,454 －

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

変動
 △38 26

在外営業活動体の為替換算差額  1,257 △2,674

小計  3,673 △2,649

その他の包括利益（税引後）合計額  3,636 △1,477

四半期包括利益合計額  18,319 15,340

    

四半期包括利益合計額の帰属    

親会社の所有者  17,034 14,677

非支配持分  1,285 662

四半期包括利益合計額  18,319 15,340
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（3）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第2四半期連結累計期間（自　2017年1月1日　至　2017年6月30日）

（単位：百万円）
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計

2017年1月1日残高  15,993 － 391,800 △53,652 △2,042 352,098 62,289 414,387

四半期利益  － － 25,198 － － 25,198 2,425 27,623

その他の包括利益  － － － － △402 △402 △920 △1,321

四半期包括利益合計  － － 25,198 － △402 24,796 1,506 26,302

自己株式の取得 10 － － － △14,000 － △14,000 － △14,000

配当金 12 － － △4,727 － － △4,727 △2,359 △7,085

連結範囲の変動  － － △34 － － △34 － △34

非支配持分との資本取

引
 － 59 － － － 59 49 108

株式報酬取引  － － － － 233 233 － 233

その他の資本の構成要

素から利益剰余金への

振替

 － － △12 － 12 － － －

所有者との取引額等

合計
 － 59 △4,773 △14,000 245 △18,469 △2,310 △20,779

2017年6月30日残高  15,993 59 412,225 △67,652 △2,199 358,426 61,485 419,910
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当第2四半期連結累計期間（自　2018年1月1日　至　2018年6月30日）

（単位：百万円）
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計

2018年1月1日残高  15,993 421 434,298 △67,652 4,509 387,567 65,461 453,029

四半期利益  － － 30,001 － － 30,001 2,955 32,956

その他の包括利益  － － － － △11,263 △11,263 △2,883 △14,146

四半期包括利益合計  － － 30,001 － △11,263 18,738 72 18,810

自己株式の取得  － － － △0 － △0 － △0

転換社債型新株予約権

付社債の転換
10 － 6,482 － 18,093 △1,849 22,726 － 22,726

配当金 12 － － △6,443 － － △6,443 △7,921 △14,364

非支配持分との資本取

引
 － 2,388 － － － 2,388 2,358 4,746

その他の資本の構成要

素から利益剰余金への

振替

 － － 94 － △94 － － －

所有者との取引額等

合計
 － 8,869 △6,349 18,093 △1,943 18,670 △5,563 13,108

2018年6月30日残高  15,993 9,290 457,949 △49,560 △8,697 424,976 59,971 484,947
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（4）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  38,429 45,418

減価償却費及び償却費  14,421 14,683

受取利息及び受取配当金  △1,316 △1,675

支払利息  494 337

為替差損益（△は益）  529 2,188

固定資産除売却損益（△は益）  736 250

売却可能金融資産売却損益（△は益）  △11 －

売上債権及びその他の債権の増減額（△は

増加）
 4,758 16,202

棚卸資産の増減額（△は増加）  △8,117 △5,618

仕入債務及びその他の債務の増減額（△は

減少）
 △587 △1,378

その他の流動負債の増減額（△は減少）  △878 1,090

その他  △1,430 △2,355

小計  47,028 69,142

利息及び配当金の受取額  1,174 1,454

利息の支払額  △385 △235

法人所得税等の還付額  － 1,213

法人所得税等の支払額  △11,131 △13,652

営業活動によるキャッシュ・フロー  36,687 57,922
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（単位：百万円）

 

 注記
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △26,512 △14,198

定期預金の払戻による収入  11,038 22,482

有形固定資産及び無形資産の取得による支

出
 △17,857 △22,250

有形固定資産及び無形資産の売却による収

入
 23 120

売却可能金融資産の取得による支出  △6 －

償却原価で測定する金融資産の取得による

支出
 － △1,004

純損益を通じて公正価値で測定する金融資

産の取得による支出
 － △7,000

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する資本性金融資産の取得による支出
 － △9,005

売却可能金融資産の売却による収入  50 －

連結範囲変更を伴う子会社株式の売却によ

る収入
 － 411

その他  1 4

投資活動によるキャッシュ・フロー  △33,263 △30,440

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  △1,083 △2,255

長期借入金の返済による支出  △134 △125

連結範囲の変更を伴わない子会社株式の売

却による収入
 － 4,746

自己株式の取得による支出 10 △14,000 △0

親会社の所有者への配当金支払額  △4,715 △6,440

非支配持分への配当金支払額  △1,358 △5,649

その他  △23 △23

財務活動によるキャッシュ・フロー  △21,312 △9,747

現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,213 △3,670

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △19,102 14,066

現金及び現金同等物の期首残高  138,043 169,903

現金及び現金同等物の四半期末残高  118,941 183,968
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【要約四半期連結財務諸表注記】

1．報告企業

当社グループは、ベビーケア関連商品・フェミニンケア関連商品等のパーソナルケア、並びにペットケア等の

製造及び販売を主な事業とし、アジアを中心に事業活動を行っております。当社グループは、アジア、中東・北

アフリカ、南米などの新興各地域における、生理用品やベビー用紙おむつの需要の高まりに伴い、世界各地域で

生産体制を強化しております。

当社は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所に上場しております。登記上の本社の住所は、愛媛県

四国中央市です。

 

2．作成の基礎

(1）準拠する会計基準

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第1条の2に掲げる「指定国際会計基準

特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、2018年8月6日開催の取締役会により承認されております。

 

(2）測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定される金融商品等を除き、取得原価を基礎とし

て作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

当社グループの各企業の財務諸表に含まれる項目は、企業が営業活動を行う主たる経済環境における通貨

（以下「機能通貨」という。）を用いて測定しております。当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社

の機能通貨である日本円により表示しており、百万円未満を四捨五入しております。

 

3．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下に記載する会計方針の変更を除き、前連

結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

なお、各四半期における法人所得税は、見積年次平均実効税率に基づいて算定しております。

当社グループは、第1四半期連結会計期間より以下の基準を適用しております。

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IFRS第9号 金融商品 金融商品の分類・測定、減損及びヘッジ会計に関する改訂

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 収益の認識に関する会計処理の改訂

その他の新たな基準書及び解釈指針の適用による要約四半期連結財務諸表への重要な影響はありません。

当社グループは、IFRS第9号「金融商品」（以下「IFRS第9号」という。）及びIFRS第15号「顧客との契約から

生じる収益」（以下「IFRS第15号」という。）の経過措置に従って、前連結会計年度の連結財務諸表の修正再表

示を行っておりません。

 

(1）IFRS第9号の適用

当社グループは、第1四半期連結会計期間よりIFRS第9号を適用しており、非デリバティブ金融資産の会計方

針を以下のとおりに変更しております。

①　当初認識及び測定

当社グループは、保有する金融資産を(a)償却原価で測定する金融資産、(b)その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融資産、(c)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の区分に分類しており

ます。この分類は、金融資産の当初認識時に決定しております。

当社グループは、売上債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融資産は契約の当

事者となった取引日に当初認識しております。当初認識時においては、全ての金融資産を公正価値で測定し

ておりますが、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資

産の取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産の取引費用は、純損益で認識しております。

 

(a）償却原価で測定する金融資産

当社グループが保有する金融資産のうち、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金

融資産に分類しております。
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・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに基

づいて保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・フロー

が特定の日に生じる。

当初認識後は実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定しております。実効金利法

による償却額及び認識が中止された場合の利得または損失は、当期の純損益で認識しております。

 

(b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包

括利益で表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産につきましては、その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する資本性金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識しております。当該金融資

産の認識を中止した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得または損失の累積額を利益剰余金に

直接振り替えております。

なお、当該金融資産からの配当金につきましては、純損益として認識しております。

 

(c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産、またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産以

外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。

 

②　金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産等に係る減損につきましては、当該金融資産に係る予想信用損失に対して貸

倒引当金を認識しております。

当社グループは、連結会計期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大し

たかどうかを評価しております。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に係る貸倒引

当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しております。金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著し

く増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しておりま

す。

ただし、重大な金融要素を含んでいない売上債権等につきましては、常に貸倒引当金を全期間の予想信用

損失と同額で測定しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積もっております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・連結会計期間の末日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状況、

並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益として認識しております。減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発

生した場合は、減損損失の減少額を純損益として戻し入れております。
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IFRS第9号の適用に伴う、金融資産の分類変更から生じる影響は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

IAS第39号

（2017年12月31日）
分類変更

IFRS第9号

（2018年1月1日）

    償却原価で測定する金融資産

現金及び現金同等物 169,903 － 169,903 現金及び現金同等物

貸付金及び債権     

売上債権及びその他の債権 98,821 － 98,821 売上債権及びその他の債権

その他の金融資産（流動） 58,925 － 58,925 その他の金融資産（流動）

その他の金融資産（非流動） 14,390 － 14,390 その他の金融資産（非流動）

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
   

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産

その他の金融資産（流動） 195 － 195 その他の金融資産（流動）

 － 130 130 その他の金融資産（非流動）

売却可能金融資産    
その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する資本性金融資産

その他の金融資産（非流動） 19,242 △130 19,112 その他の金融資産（非流動）

合計 361,474 － 361,474 合計

 

(2）IFRS第15号の適用

当社グループは、第1四半期連結会計期間よりIFRS第15号を適用しており、収益の認識に関する会計方針を

以下のとおりに変更しております。

当社グループは、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ5：履行義務の充足時に収益を認識する。

当社グループは、ベビーケア関連商品・フェミニンケア関連商品等のパーソナルケア、並びにペットケア等

の製造及び販売を主な事業としており、このような商品販売につきましては、商品の引渡時点において顧客が

当該商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該商品の引渡時点で収

益を認識しております。また、収益は顧客への財の移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額

で認識しており、値引、割戻し及び付加価値税等の税金を控除後の金額で測定しております。

なお、IFRS第15号の適用による影響は軽微であります。

 

4．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定しております。ただし、実際の業績は、これらの見

積りとは異なる結果となる可能性があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会

計上の見積りの変更による影響は、その見積りを見直した会計期間と将来の会計期間において認識しておりま

す。

なお、当社グループの要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び判断は、前連結会計年度に

係る連結財務諸表と同様であります。
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5．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社グループの最高経営意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、

定期的に検討を行う対象として決定しております。

当社グループは、パーソナルケア、ペットケア、その他の3つの事業単位を基本に組織が構成されており、

各事業単位で日本及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは「パーソナルケア」「ペットケア」「その他」の3つを報告セグメントとして

おります。

「パーソナルケア」は、ベビーケア関連商品、フェミニンケア関連商品、ヘルスケア関連商品及びクリー

ン＆フレッシュ関連商品等の製造・販売という4つの事業からなりますが、商品の性質、生産過程及び配送方

法の類似性や、各販売地域における市場の類似性により集約して報告しております。「ペットケア」は、ペッ

トフード関連商品及びペットトイレタリー関連商品等の製造・販売をしております。「その他」は、産業用資

材関連商品等の製造・販売をしております。

なお、報告セグメントの会計方針は要約四半期連結財務諸表と同一であります。また、セグメント利益はコ

ア営業利益（売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益）であり、取締役会はコア営業利益に基づ

いて事業セグメントの実績を評価しております。

 

(2）報告セグメントごとの売上高及び業績

報告セグメントごとの売上高及び業績は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 

前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日　至　2017年6月30日）

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結財務諸表

計上額
パーソナル

ケア
ペットケア その他 計

外部顧客への売上高 261,051 37,770 3,158 301,980 － 301,980

セグメント間の売上高（注） － － 17 17 △17 －

セグメント売上高合計 261,051 37,770 3,174 301,996 △17 301,980

セグメント利益（コア営業利益） 34,629 4,424 △112 38,941 － 38,941

その他の収益      500

その他の費用      △1,391

金融収益      1,327

金融費用      △948

税引前四半期利益      38,429
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（単位：百万円）

 

 

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日　至　2018年6月30日）

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結財務諸表

計上額
パーソナル

ケア
ペットケア その他 計

外部顧客への売上高 284,046 38,126 3,512 325,685 － 325,685

セグメント間の売上高（注） － － 16 16 △16 －

セグメント売上高合計 284,046 38,126 3,528 325,700 △16 325,685

セグメント利益（コア営業利益） 42,743 4,496 29 47,269 － 47,269

その他の収益      874

その他の費用      △374

金融収益      1,675

金融費用      △4,027

税引前四半期利益      45,418

（注）セグメント間の売上高は、市場実勢価格を参考にしております。

 

6．収益

当社グループの売上高は、一時点で顧客に移転される財から生じる収益で構成されております。また、各報告

セグメントの売上高は、連結会社の所在地に基づき分解しております。これらの分解した売上高は以下のとおり

であります。

（単位：百万円）
 

 
当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

パーソナルケア  

日本 102,229

中国 42,260

アジア 100,826

その他 38,731

小計 284,046

ペットケア（注）1 38,126

その他（注）2 3,512

合計 325,685

（注）1．ペットケア事業は、主に日本及び北米地域（その他に区分される地域）における売上高であります。

2．その他事業は、主に日本における売上高であります。
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7．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

販売運賃諸掛 19,667 21,390

販売促進費 9,927 10,224

広告宣伝費 11,208 11,096

従業員給付費用 16,938 17,097

減価償却費及び償却費 2,480 2,611

研究開発費 3,293 3,199

その他 13,235 13,966

合計 76,747 79,582

 

8．1株当たり利益

(1）基本的1株当たり四半期利益

　基本的1株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 25,198 30,001

普通株式の加重平均株式数（千株） 588,682 587,077

基本的1株当たり四半期利益（円） 42.80 51.10

 

 
前第2四半期連結会計期間
（自　2017年4月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　2018年4月1日
至　2018年6月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 13,609 15,823

普通株式の加重平均株式数（千株） 587,271 588,083

基本的1株当たり四半期利益（円） 23.17 26.91
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(2）希薄化後1株当たり四半期利益

　希薄化後1株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 25,198 30,001

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する利

益への調整額（百万円）
84 78

希薄化後1株当たり利益の計算に使用する四半期利

益（百万円）
25,282 30,079

普通株式の加重平均株式数（千株） 588,682 587,077

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響   

転換社債型新株予約権付社債の行使による普通株

式増加数（千株）
20,755 19,414

希薄化後普通株式の加重平均株式数（千株） 609,437 606,491

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 41.48 49.59

希薄化効果を有しないため、希薄化後1株当たり四

半期利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

2015年4月16日　取締役会決議

ストック・オプション

2015年4月16日　取締役会決議

ストック・オプション

 

 
前第2四半期連結会計期間
（自　2017年4月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　2018年4月1日
至　2018年6月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 13,609 15,823

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する利

益への調整額（百万円）
42 36

希薄化後1株当たり利益の計算に使用する四半期利

益（百万円）
13,651 15,858

普通株式の加重平均株式数（千株） 587,271 588,083

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響   

転換社債型新株予約権付社債の行使による普通株

式増加数（千株）
20,755 18,409

希薄化後普通株式の加重平均株式数（千株） 608,026 606,491

希薄化後1株当たり四半期利益（円） 22.45 26.15

希薄化効果を有しないため、希薄化後1株当たり四

半期利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

2015年4月16日　取締役会決議

ストック・オプション

2015年4月16日　取締役会決議

ストック・オプション
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9．金融商品

(1）金融商品の公正価値

①　公正価値で測定する金融資産及び金融負債

当社グループは、公正価値の測定に使用されるインプットの市場における観察可能性に応じて、公正価値

のヒエラルキーを、以下の3つのレベルに区分しております。

レベル1：活発な市場における同一資産または同一負債の無調整の公表価格

レベル2：レベル1に属さない、直接的または間接的に観察可能なインプット

レベル3：観察不能なインプット

 

当社グループが経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度（2017年12月31日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

＜金融資産＞     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

デリバティブ資産 － 195 － 195

売却可能金融資産     

株式 18,234 5 849 19,088

その他 － 130 23 153

合計 18,234 330 872 19,437

＜金融負債＞     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ負債 － 196 － 196

合計 － 196 － 196
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（単位：百万円）

 

 
当第2四半期連結会計期間（2018年6月30日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

＜金融資産＞     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

債券 － － 6,990 6,990

デリバティブ資産 － 131 － 131

その他 － 125 － 125

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る資本性金融資産
    

株式 29,414 5 981 30,401

その他 － － 23 23

合計 29,414 261 7,995 37,670

＜金融負債＞     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ負債 － 479 － 479

合計 － 479 － 479

 

当社グループは、振替の原因となった事象または状況の変化が認められた時点で、公正価値のヒエラル

キーをレベル間で振替しております。

なお、前連結会計年度、当第2四半期連結会計期間において、レベル1、2及び3の間の振替はありません。

 

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。

債券の測定に関する重要な観察不能なインプットは、取引先金融機関が評価額を算出するために基礎と

したパラメーター等の情報であり、その変動により債券の公正価値は増加または減少します。

 

デリバティブ資産、デリバティブ負債

為替予約及び直物為替先渡取引は、期末日の先物為替相場に基づき算定しております。通貨スワップ

は、取引先金融機関等から提示された金利等観察可能な市場データに基づき算定しております。

 

株式

市場性のある株式の公正価値は、期末日の市場価格を用いて算定しております。非上場株式は、類似企

業比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定しております。
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レベル3に分類された金融商品の連結累計期間中の増減は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前第2四半期連結累計期間
（自　2017年1月1日
至　2017年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2018年1月1日
至　2018年6月30日）

期首残高 739 872

利得または損失合計 134 123

純損益（注）1 － △10

その他の包括利益（注）2 134 132

購入 － 7,000

売却・決済 △6 －

期末残高 867 7,995

（注）1．純損益に含まれている利得または損失は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものです。

これらの損益は「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。

2．その他の包括利益に含まれている利得または損失は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性

金融資産に関するものであり、連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本

性金融資産の純変動」及び「在外営業活動体の為替換算差額」に含めております。

 

レベル3に分類されている金融商品は、主に債券及び非上場株式により構成されております。

レベル3に分類される金融商品の重要な観察可能でないインプットは、主に信用リスクや非流動性ディス

カウントであり、公正価値は信用リスクや非流動性ディスカウントの上昇（低下）により減少（増加）しま

す。なお、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合の公正価値の増減は

重要ではありません。

担当部門が公正価値測定の評価方針及び手続きに従い、各対象資産の評価方法を決定し、公正価値を測定

しております。また、公正価値の測定結果につきましては適切な責任者が承認しております。

 

②　償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値

各決算日における償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、

帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品（主として売上債権及びその他の債権、3ヶ月

超の定期預金、仕入債務及びその他の債務等）につきましては、次表には含めておりません。

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度
（2017年12月31日）

当第2四半期連結会計期間
（2018年6月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

＜金融資産＞     

債券 － － 1,003 1,001

＜金融負債＞     

社債及び借入金 64,189 64,432 39,039 44,531

（注）債券及び借入金の公正価値のレベルはレベル2であります。転換社債型新株予約権付社債の社債部分の公正価値

のレベルはレベル3であります。

 

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

債券

債券の公正価値は、取引先金融機関から提示された評価額を用いて算定しております。
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社債及び借入金

転換社債型新株予約権付社債の社債部分の公正価値は、転換社債型新株予約権付社債全体の市場価格か

ら、新株予約権相当額を控除して算定しております。新株予約権相当額の算定にあたっては、ヒストリカ

ル・ボラティリティやクレジットスプレッドを加味して算定しております。借入金の公正価値は、類似し

た負債を当社グループが新たに借入れる場合に適用される利率を用いて、将来キャッシュ・フローを現在

価値に割引くことにより見積もっております。なお、変動金利によるものは一定期間ごとに金利の改定が

行われているため、帳簿価額と公正価値は近似しております。

 

10．自己株式

前第2四半期連結累計期間（自　2017年1月1日　至　2017年6月30日）

当社は、2017年2月15日開催の取締役会において、会社法第459条第1項第1号の規定による定款の定めに基づ

き、自己株式の取得を決議し、以下のとおり実施いたしました。

(1)取得した株式の種類　　当社普通株式

(2)取得した株式の総数　　5,115,000株

(3)株式の取得価額の総額　14,000百万円

(4)取得した期間　　　　　2017年2月16日～2017年6月21日

(5)取得の方法　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 

当第2四半期連結累計期間（自　2018年1月1日　至　2018年6月30日）

当第2四半期連結累計期間において、転換社債型新株予約権付社債の権利行使に伴い、自己株式の処分を

9,385,631株実施いたしました。

この結果、自己株式が18,093百万円減少、資本剰余金が6,482百万円増加しております。

 

11．その他の資本の構成要素

その他の資本の構成要素の内訳は以下のとおりであります。

 

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2017年12月31日）

当第2四半期
連結会計期間

（2018年6月30日）

売却可能金融資産の公正価値変動 8,851 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融資産の公正価値変動
－ 10,451

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値変動 △24 △1

在外営業活動体の為替換算差額 △9,453 △22,426

新株予約権 5,136 3,279

合計 4,509 △8,697
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12．配当

前第2四半期連結累計期間（自　2017年1月1日　至　2017年6月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年2月27日

取締役会
普通株式 4,727 8.0 2016年12月31日 2017年3月9日

 

(2）基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末

日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年8月10日

取締役会
普通株式 5,272 9.0 2017年6月30日 2017年9月4日

 

当第2四半期連結累計期間（自　2018年1月1日　至　2018年6月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年2月27日

取締役会
普通株式 6,443 11.0 2017年12月31日 2018年3月7日

 

(2）基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末

日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年8月6日

取締役会
普通株式 7,141 12.0 2018年6月30日 2018年9月3日

 

13．後発事象

該当事項はありません。
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2【その他】

第59期（2018年1月1日～2018年12月31日）の中間配当につきましては、2018年8月6日開催の取締役会において、

2018年6月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　7,141百万円

②1株当たりの金額　　　　　　　　　　　 12円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　2018年9月3日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年8月8日

ユニ・チャーム株式会社

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白　　畑　　尚　　志　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齊　　藤　　　 剛　　 　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢　　口　　由　　祐　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニ・チャーム株

式会社の2018年1月1日から2018年12月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2018年4月1日から2018年6月30

日まで）及び第2四半期連結累計期間（2018年1月1日から2018年6月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわ

ち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分

変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、ユニ・チャーム株式会社及び連結子会社の2018年6月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四

半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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